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 【議事概要】第 25 回浜田市行財政改革推進委員会  平成 24 年 5 月 29 日 (火 ) 10 時 00 分 ～11 時 25 分 浜田市役所 4 階  講堂  出席者 【委員】大橋敏博会長、岩谷百合雄副会長、小林博委員、光延忠彦委員、藤田教造委員、石橋修委員、岩田宜晃委員、小谷典弘委員、永岡榮子委員、馬場真由美委員、細川良一委員、塚本守委員、大峠稔委員、小松原茂委員、松本健志委員、 栗栖真理委員、佐々木富士子委員、三浦健一委員 【 市 】副市長、教育長、総務部長、企画財政部長、健康福祉部長、市民環境部長、 産業経済部長、建設部長、会計管理者、議会事務局長、教育部長、消防長、 上下水道部長（代理：管理課長）、広域行政組合事務局長、金城支所長、 旭支所長、弥栄支所長、三隅支所長、総務部次長、企画財政部次長、 財政課長、人事課長、総合調整室長 
 

  議  題  1．報告事項 （１）浜田市行財政改革実施計画 平成 23年度報告・平成 24年度計画について  ・標題議事について、資料 1～3を用いて事務局より概要を説明の上、 委員からの意見、質疑を受けた。 ・委員意見、質疑の詳細については、別紙のとおり。    2. その他    （事務局より）    ・今回の委員意見を踏まえて今後の運営方法等を検討する。 ・今回の審議内容は市ＨＰでも公表する。    ・本任期中の委員は、今回の推進委員会で任期が満了となり、 新たな委員構成となるが、今後も引続き行財政改革の推進を図る。  
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 委員意見等（要点筆記） 委員意見 「リハビリテーションカレッジ島根」 
� 学校の経営主体は公共か法人か？ 
� 医療関係の学校とはいえ、民間法人に対してこれほどの公費投入がされている理由を伺う。 「学校給食施設の統合」 
� 統合効果が計画通り行くか疑問。施設統合しても逆に配送経費がかさむのではないか。 
� 弥栄では地産地消への影響や冬季の配送遅れといった不安があり、反対の考えだが、具体的な方針を説明できる動きはないか。 
� 給食を食べられない子供に無理やり食べさせるような実態や保護者からの苦情はないか。 
� 行革計画上の評価は低くても、将来を担う子供にとって重要な施設であることを踏まえて、慎重に検討して欲しい。 「職員給与制度（諸手当を含む）の見直し」 
� 公務員（一般職）には、民間では通常ありえない諸手当があると聞くが、市の諸手当はどのようなものがあるのか、内容を伺う。 （以前は寒冷地やへき地にも手当があったと聞いたことがある） 「福利厚生事業の見直し」 
� 職員数や給与の適正化に関しては努力もあって順調に進んでいるようだが、一方で職員のモチベーションに影響は無いのか。 
� メンタルヘルスアンケートを実施されているが、どのような結果だったか伺う。 
� 民間等でも若い職員のメンタル面の弱さを聞くが、市の財産でもある職員の健康管理には注意して欲しい。 「火葬場運営のあり方検討」 
� 市民生活に身近で必要な施設であり、統廃合の方針は、時間をかけても慎重に検討していただくよう要望する。 「（有）ゆうひパーク三隅」 
� 売上計画に対して、進捗未達が著しいが、何か原因があるのか。 
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 委員意見 「財産活用」 
� 遊休不動産の売却等により、財政改革の取組みを進めるべきではないか。 「市税等の徴収率向上」 
� 財産がありながら税金を滞納するケースには、どのように対応されているのか。 「その他計画全般（行政サービス、政策方針、事務局への要望 等）」 
� 総合窓口の手続で、関係部署担当者が窓口まで出向いての対応に好感を持った。利用者に優しい対応を今後も継続して欲しい。 
� 浜田市をひとつの会社と考えると、住民（納税者）はその出資者である。 行革計画では、ムダな投資を縮小するだけでなく、税収が上がる効果的な事業に投資して欲しい。 例えば、県立大学と連携した産学官協働による税収確保を検討されてはどうか。 福祉事業等を軽視するのではなく、税収確保により福祉施策の充実も検討して欲しい。 
� 利益（儲け）の見込める所に投資する考えだけで、福祉施策等への予算が切り捨てられるようなことがあってはならない。市民にも優しい行財政改革にして欲しい。 
� 全国的に厳しい状況にある中、浜田市だけが突発的に経済成長することは難しいと思う。浜田市の総生産高（市ＧＤＰ）に応じた市税収入確保が必要と考える。 例えば、本社が市外にある企業が浜田市で活動した収益から浜田市に納税してもらう仕組み・働きかけを検討されてはどうか。 
� 今回は充分資料を読み込むことが出来なかったので、もっと早く事前配布して欲しい。 
� 地区まちづくり推進委員として情報を求めるが、個人情報保護を理由に提供してもらえない。地域活性化のために認定を受けた組織の活動として、提供してもらう方法はないか。（地区内自治会長名簿、65歳以上の名簿等）  


